
事 務 連 絡 

令和４年９月 13 日 

関 係 団 体 御中 

厚生労働省保険局医療課 

後期高齢者医療制度における一部負担金の負担割合の見直しに係る 

費用の請求に関する診療報酬明細書等の記載について」に関する 

疑義解釈資料の送付について 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主管

部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期高

齢者医療主管課(部)あて通知するとともに、別添団体各位に協力を依頼しまし

たので、貴団体におかれましても、関係者に対し周知を図られますようお願いい

たします。 
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（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房教養厚生課 御中 

防衛省人事教育局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 

 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



事 務 連 絡 

令和４年９月 13 日 

 

地方厚生（支）局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）     御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

 後期高齢者医療主管課（部） 

 

厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課 

厚生労働省保険局高齢者医療課 

 

 

「後期高齢者医療制度における一部負担金の負担割合の見直しに係る 

費用の請求に関する診療報酬明細書等の記載について」 

に関する疑義解釈資料の送付について 

 

 

「後期高齢者医療制度における一部負担金の負担割合の見直しに係る費用の

請求に関する診療報酬明細書等の記載について」（令和４年９月13日保医発0913

第６号）において、後期高齢者医療制度における一部負担金の２割負担対象者に

ついて、令和４年 10 月１日から令和７年９月 30 日までの間、月間の外来療養

に係る負担増加額を３千円に抑える経過措置を講ずることを踏まえた診療報酬

明細書等の特定疾病療養（マル長）の記載変更についてお示ししたところですが、

今般、その具体的な運用に係る疑義解釈資料を別添のとおり取りまとめました

ので、本事務連絡を確認の上、適切に運用いただくようお願いします。 
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（別添） 

 

問１ 今般の診療報酬明細書等の記載方法の見直しに伴い、保険医療機関等

の作業は具体的にどのように変わるのか。また、保険医療機関等のシステ

ム改修はどのように行うのか。 

（答）後期高齢者医療特定疾病療養受療証（以下「特定疾病療養受領証」という。）

を提示又は特定疾病療養受療証情報を提供した患者について、従来、患者の

負担額が１万円を超えた場合のみ、診療報酬明細書等に特記事項「02 長」

を記載することとしていたが、今般、窓口負担割合が２割である患者（特記

事項「41 区カ」に該当）については、外来療養に係る自己負担額（外来療

養医療費の２割相当分）が１万円以下である場合においても、特記事項「02

長」を記載することとした。 

   また、レセプトコンピュータ等を導入している保険医療機関等において

は、２割負担の導入に伴う一連の改修において、当該レセプトコンピュータ

等の業者により必要な対応が行われることとなるよう、一般社団法人保健

医療福祉情報システム工業会（JAHIS）宛て同会会員各位に対し周知を依頼

している。 

 

問２ 窓口負担割合が２割である患者について、特定疾病療養受療証を有す

ること等を保険医療機関等が把握していない場合、どのように取り扱う

のか。 

（答）特定疾病療養受領証については患者本人から提示等があった場合に各保

険医療機関等で所要の対応を行っているものであり、保険医療機関等から

患者に対して積極的に特定疾病療養受療証の確認を行うことを求めている

ものではないところ、今回の見直し後においても、従来どおり、患者本人の

提示等により保険医療機関等が把握している場合に対応すればよい。 

   なお、保険医療機関等が把握していない場合であっても、後日精算される

ことから、患者本人や当該保険医療機関等に不利益が生じるものではない。 
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